


事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直しについて

我が国においては，急速に進行している人口減少や少子高齢化に加え，経済のグローバル化の進展，デフレからの脱却，東日本大

震災と原発事故を契機とする防災・減災対策など，厳しい社会経済情勢への対応が課題となる中，政府は大型の経済・金融政策を進

めるとともに，地方創生として人口減少や超高齢化などの地方が直面する構造的な課題を解決するための政策を検討しております。

一方で，地方公共団体に目を向けますと，行財政改革の推進，分権型社会への移行，経済・産業の活性化，雇用の確保と雇用環境

の向上，人口減少および少子高齢化対策等の様々な課題に重点的に取り組み，個性と工夫に満ちた魅力ある都市の形成を進めていく

ことが強く求められており，本市においても，人口減少対策についての検討はもちろんのこと，平成２８年３月に予定されている北

海道新幹線開業を控え，中心市街地活性化事業など開業効果を最大限地域の振興発展につなげることができるようなまちづくりを進

めるほか，子育て支援をはじめとする地域福祉や教育の充実，人材の育成など，多様化・高度化する行政需要に的確に対処していく

必要があるものと考えております。

平成２４年１２月に策定した「函館市行財政改革プラン２０１２」においても，業務の効率化の視点はもとより，近年の権限移譲

や義務付け・枠付けの見直し，また，社会保障制度のめまぐるしい改正への対応など，新たな行政課題へ対応するため，適宜，適切

な職員数の見直しを進めることとしており，そのためには，全ての職員が本市の現状や課題を十分に認識したうえで，労使一体とな

って，前例にとらわれることなく，創意と工夫をこらした見直しを行うことが重要であると考えております。

つきましては，平成２７年度の事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直しについて，別紙のとおり提案いたしますので，

貴職のご理解とご協力をお願い申し上げます。



平成２７年度部局別事務事業・組織機構の見直し項目および増減数

増    減    項    目 増減数 備　　　考

企画管理課 国際水産・海洋総合研究センターの完成による業務執行体制の見直しに伴う減 △ 1

計画推進室計画調整課 新函館市総合計画の策定に向けての体制強化に伴う増 4

3

増    減    項    目 増減数 備　　　考

総務課 平成27年度実施の国勢調査に向けての体制強化に伴う増 4

4

増    減    項    目 増減数 備　　　考

国保年金課 国民健康保険料にかかる収納体制強化に伴う増 3

交通安全課 交通安全推進業務に関する執行体制の見直しに伴う減 △ 1
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平成２７年度部局別事務事業・組織機構の見直し項目および増減数

増    減    項    目 増減数 備　　　考

管理課 地域福祉関係業務の集約化および執行体制の見直しによる課の新設に伴う増 10

地域福祉課 地域福祉関係業務の集約化および執行体制の見直しによる減 △ 6

高齢福祉課 高齢者に関わる地域福祉関係業務の地域福祉課への移管による減 △ 3

参事３級 地域福祉関係業務の集約化による減 △ 1

障がい保健福祉課 第52回北海道障害者スポーツ大会関係業務終了に伴う減 △ 1

生活支援第１課 生活困窮者自立支援事業の実施にかかる体制強化に伴う増 1

生活支援第２課 生活保護世帯の減少に伴う減および査察指導業務にかかる体制強化に伴う増 0

亀田福祉課 生活保護世帯の増加および査察指導業務にかかる体制強化に伴う増 2

2

増    減    項    目 増減数 備　　　考

次長 子ども・子育て関連業務の体制強化に伴う増 1

子ども企画課 子ども・子育て新制度移行後の業務執行体制の見直しによる減 △ 10

子どもサービス課 子ども・子育て新制度移行後の業務にかかる体制強化による課の新設に伴う増 12

参事３級 子ども・子育て新制度移行後の業務執行体制の見直しによる減 △ 1

2
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平成２７年度部局別事務事業・組織機構の見直し項目および増減数

増    減    項    目 増減数 備　　　考

環境推進課 新廃棄物処理システムの構築にかかる体制強化に伴う増 1

清掃事業課 ごみ収集量の減少による収集体制の見直しに伴う減 △ 1

し尿収集量の減少による収集体制の見直しに伴う減 △ 4

△ 4

増    減    項    目 増減数 備　　　考

観光振興課
（観光企画課）

管理業務ならびに国内観光および国際観光業務に関する執行体制の見直しによる減 △ 5 ※課名改称

ブランド推進課 国内観光および国際観光業務に関する執行体制の見直しによる課の廃止に伴う減 △ 7

観光推進課 国内観光業務の集約化による増 8

国際観光課 国際観光業務の集約化による増 4

0

増    減    項    目 増減数 備　　　考

維持課 道路等維持業務の委託拡大に伴う減 △ 2

△ 2
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平成２７年度部局別事務事業・組織機構の見直し項目および増減数

増    減    項    目 増減数 備　　　考

生涯学習文化課 函館市公民館および亀田公民館の指定管理者制度導入に伴う減 △ 3

図書館行政に関する業務の移管に伴う増 1

スポーツ振興課 「(仮称)函館マラソン」に向けての体制強化に伴う増 2

参事３級 「(仮称)函館マラソン」に向けての体制強化に伴う増 1

博物館 郷土資料関係業務の移管に伴う増 2

中央図書館 指定管理者制度導入ならびに図書館行政に関する業務および郷土資料館関係業務の移管に伴う減 △ 11

△ 8

増    減    項    目 増減数 備　　　考

学務課
（学校教育課）

市立学校にかかる業務に関する執行体制の見直しによる課の統合に伴う増 5 ※課名改称

教職員課 市立学校にかかる業務に関する執行体制の見直しによる課の統合に伴う減 △ 6

△ 1

増    減    項    目 増減数 備　　　考

プロパー化の推進による派遣職員の引き揚げに伴う減 △ 3

△ 3

△ 5
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